申立人側に対する注意事項

１　申立書作成上の注意事項

（1） 申立人

　　ア　労働組合が申立人である場合は、主たる事務所の所在地、名称および代表者職氏名を、労働者個人が申立人である場合は、住所、氏名を記載してください。

　　イ　不当労働行為救済申立ては本人申立主義がとられ、代理人による申立ては認められないので、申立書には必ず申立人本人の氏名または名称を記載してください。

（2） 被申立人

　法人を被申立人とする場合は、主たる事務所の所在地、名称および代表者職氏名を、個人経営者を被申立人とする場合は、住所、氏名を記載してください。

（３）請求する救済内容

　　ア　これは、労働委員会に対して請求する救済命令の主文に相当するものですから、使用者の不当労働行為を排除して、その行為がなかった状態にもどすために、どのような行為を使用者に行わせてもらいたいかを具体的に記載してください。

・　被申立人はどのようなことを（具体的に書く。）しなければならない。

・　被申立人はどのようなことを（具体的に書く。）してはならない。

　　イ　請求する救済内容の追加や変更は、審査過程でもできますが、できるだけ最初の申立書の記載で足りるようにしてください。

（4） 不当労働行為を構成する具体的事実

　　　　これは救済内容の原因となった事実であって、審査はもっぱら、ここに記載された不当労働行為構成事実の存否や態様を明らかにするために行われるものですから、その記載は、一つ一つ行為の日時、場所、内容等を特定して、できるだけ具体的にかつ簡潔・明確に記載してください。

２　その他の注意事項

（1） 　当委員会が調査を開始するにあたり、申立書記載事項中、不備な点、補足する点があれば、準備書面に記載して提出してください。

（2） 　当委員会は証拠に基づいて審査しますので、予め証拠となる書面や証人を厳選して準備し、それをできる限り速やかに全部当委員会に対して明らかにしてください。当委員会は証拠申出によって、今後の審査の予定をたてます。

　　　　なお、提出される書証に一つ一つ書証番号「甲　第◯号証」を付け、証拠説明書により立証主旨を明らかにしてください。

（3） 　当委員会の呼出期日（調査、審問等）に代理人または補佐人が出頭する場合には、代理人許可申請書（必ず委任状を添える。）または補佐人許可申請書を予め当委員会に提出し、会長の許可を受けてください。

　なお、補佐人を申請する場合は、審査を迅速に行うため、その人数を厳選してください。

（4） 　当委員会に提出する書面は、Ａ４版の用紙を使用し、左綴じにし横書きとしてください。なお、提出書面には正本・副本の他その写しを１部添えてください。
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